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１ 平成 17 年度財政局予算要求総括表              

【一般会計】 
（単位；百万円） 

 
区 分 

平成 16 年度 

予算額  Ａ 

平成 17 年度 

要求額  Ｂ 

増減額 

Ｂ－Ａ 

増減率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ

 
財 政 部 

２１７，７６０

(１８４，２８６)

２１７，９９１

(１８４，６８２)

２３２ 

（３９６） 

０．１％

  （０．２％）

 
税 政 部 

２，９８７

(４９８)

３，１７８

(７６４)

１９１ 

（２６６） 

６．４％

 （５３．５％）

 
管 財 部 

１１，４５１

(▲３，７４７)

１０，５９１

(３９８)

▲８６０ 

（４，１４６） 

▲７．５％

（▲１１０．６％）

合   計 
２３２，１９７

(１８１，０３６)

２３１，７６０

(１８５，８４４)

▲４３７ 

（４，８０８） 

▲０．２％

 （２．７％）

 公債費・他会計繰

出金を除いた額 

１５，０６９ 

（▲８，７４８）

１４，３４２ 

（▲４，５７７）

▲７２７ 

（４，１７１） 

 ▲４．８％

（４７．７％）

・各項目ごとで四捨五入を行っているため総額と内訳が合致しないことがあります。 

・（ ）内は一般財源額です。 

・派遣職員に係る人件費を含みません。 

（上記財政部の予算には，※公債費 96,465 百万円，他会計繰出金 120,953 百万円（企業会計要

求額）を含みます。） 

 

17 年度の各部の要求額について、財政部は、金利の低下等により公債費が減少するもの

の、高速電車事業会計等の他会計への繰出金の増加等により、232 百万円の増加となりま

した。税政部は、地方税電子申告システムの導入経費や固定資産税地理情報システム整備

費などにより、191 百万円の増加、管財部は、公共施設総合マネジメントシステムの本格

的な整備が開始となるものの、他の事業の終了により、860 百万円の減少となりました。 

財政局全体でみると、▲437 百万円（▲0.2％）の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政局は財政部･税政部･管財部の3つの部で構成されて

おり、財政部は札幌市の予算編成や資金管理の事務、税政

部は市税の賦課徴収に関する事務、管財部は入札等の契約

管理事務や公有財産の管理事務等を行っています。 

財政局は、上記の事務に関する一般会計予算と特別会計

である基金会計を所管しています。 

財政局について ※印の公債費，繰出金とは

 
公債費 
 市債などの償還に要す
る経費のことをいいます。
他会計繰出金 
 高速電車事業会計や国
民健康保険会計などの企
業会計や特別会計へ、建設
費や事務費等の補助や財
政支援のために支出する
経費のことをいいます。 
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【特別会計】 
（単位；百万円） 

区 分 
平成 16 年度 

予算額  Ａ 

平成 17 年度 

要求額  Ｂ 

増減額 

Ｂ－Ａ 

増減率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ

基金会計 ９７４ ９５９ ▲１５ ▲１．５％

 

  

17 年度要求額については、基金運用益の減少により、15 百万円（1.5％）の減となり 

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金とは 

基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用す

るために設けられる資金または財産をいいます。 

法律により設置が義務づけられているものと条例により設置されたものの２種類があり、

運用益を特定の事業の財源にするものを果実運用型基金、事業のために資金を積み立てるも

のを積立型基金といいます。 

運用益は、基金会計で歳入され、事業の財源に充てるための一般会計等への繰出や基金への

造成として基金会計から歳出されます。 

基金の種類について 

本市には、年度間の財源の不均衡を調整するた

めの財政調整基金や市債の償還を計画的に行う

ための減債基金など、さまざまな目的に合わせて

18 の基金があります。 
 

本市の主な基金 
 
・ 財政調整基金 
・ 奨学基金 
・ 霊園基金 
・ 土地開発基金 
・ 市営住宅整備基金 
・ 減債基金 
・ 地域福祉振興基金 
・ 森林保全基金 
・ まちづくり推進基金 
・ 介護給付費準備基金 
           ほか 
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２ 平成 17 年度予算要求にあたっての基本的考え方        

 

本市の財政状況は、長引く景気の低迷による市税の伸び悩みや扶助費の増加などによ

り、今後、中期的にみても悪化する見通しであることに加え、国における「三位一体の

改革」などの影響により、さまざまな軋轢が生じることも懸念され、財政基盤が脆弱な

本市としては、難しい舵取りを求められる時期となっています。 

したがって、財政局としては、「持続可能な財政構造への転換」を図るために、市税の

収入率の向上や活用していない資産の利活用、内部効率化の推進など、これまでにも増

して、歳入、歳出面における取組みを進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 未来につなぐ健全な財政環境の確保 

① 収入率の向上などにより市税収入の確保を図る 

  早期督励と履行監視を徹底するとともに、的確な滞納処分を実施して市税

収入の確保に努めます。併せて、納付の利便性向上のため、平成 18 年度か

ら軽自動車税をコンビニエンスストアで収納できるよう、システムの整備を

行います。 

 

② 未活用資産の一層の利活用を図る 

  市有地のデータベース構築による情報の共有化等を促進し、未活用資産の

利活用を図ることにより、事務の効率化・迅速化を図るとともに、財産収入

の確保を推進します。 

(2) 限られた経営資源を最大限に活かした、より効率的な行財政運営の推進 

① ＩＴの活用等による業務の効率化及び電子自治体に向けた取組みを推進

する。 

地方税電子申告システムの導入、固定資産税地理情報システム、公共施設

総合マネジメントシステム、電子調達システムの整備を通じて、事務の効率

化を図るとともに、電子自治体に向けた取組みを推進します。 
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３ 予算要求の重点事項                    

財政局の１７年度予算要求の重点事項は以下のとおりです。財政局には、「札幌まちづ

くり計画事業等」に該当する事業がないことから、「元気ビジョン重点化事業群」などの

重点事業について記載しています。 

注：（  ）内は 16 年度予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申告書等をインターネットで送信することにより、申告手続が完了するシス

テムを導入し、利便性の向上・効率化を図ります。 

(1) 地方税電子申告システムの導入（税政部） 

        ２６４百万円（４０百万円）

【17 年度一部稼動予定】

18 年度に実施する固定資産評価替えを円滑に進めるため、16、17 年度の２ヵ

年にわたって準備作業を行います。 

航空写真を活用したデジタル画像データを用いて、家屋の経年移動（新築、

増築、滅失等）を把握するとともに（固定資産税現況確認システム）、コンピ

ュータ処理により各土地の計測及び路線価情報を取得し評価の自動化を図り

ます（固定資産税土地評価システム）。 

(2) 固定資産の評価替事務（税政部） 

     １４４百万円（２５５百万円） 

(3) 固定資産税地理情報システムの整備（税政部） 

     ６６６百万円（４９０百万円）

【17 年度一部稼動予定】 

(4) 軽自動車税のコンビニエンスストア収納に向けた整備（税政部） 

     ２９百万円（ 新 規 ）

【18 年度実施予定】 

平成 18 年度から軽自動車税をコンビニエンスストアで納付できるよう、シ

ステムの整備を行います。 
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新財務システムのサブシステムとして、本市の各局が所管する土地情報を

極力一元化して財産情報の共有化を促進し、市有地に関する庁内の他部局や

市民、企業の照会対応の効率化・迅速化を図ります。 

 さらに、ＧＩＳ（地理情報システム）との連携によりＷＥＢでの市有地の

公表を行い、市有地情報をわかりやすく表示することにより、付加価値の高

い情報を提供していくほか、未利用地などの利活用も促進します。 

市が所有する公共施設に関わる業務のデータ（事業計画から建設・維持管

理等）を共有し高度利用を図ることにより、事務の効率化を目指します。（17

年度は電子納品に関する開発を行います。） 

(5) 財産管理システムの構築（管財部） 

     １１百万円（７百万円）

【19 年度稼動予定】 

(7) 公共施設総合マネジメントシステムの整備（管財部） 

     １５１百万円（２０百万円）

【20 年度稼動予定】 

(6) 電子調達システムの整備（管財部） 

     ８６百万円（４２百万円）

【18 年度一部稼動予定】 

入札・契約事務について、競争性の拡大と透明性の確保が求められる中、

インターネットを使った電子入札を可能にすることができ、情報提供等の機

能を持つ総合的な電子調達システムを構築します。 
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４ 事務事業の総点検                      

 

(1) 重点取組項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 事務事業の見直し 

＜内部効率化に伴うもの＞ 

■ 一般事務費の節約や、効率的な執務による時間外勤務手当等の抑制等 

                         ＜見直し額 ９４百万円＞ 

 

(3) 団体補助金 

  削減１件（対象団体１件中） 

＜見直し額：２００千円＞ 

（単位；千円） 

団体名 17 年度予算額 見直し額 

札幌市納税貯蓄組合連合会 1,700 200 

 

滞納整理システムを導入して事務の効率化を図るとともに、早期の滞納整

理、的確な差押や公売の実施など、滞納整理の促進に努めます。 

保有財産のうち、今後活用が見込まれない市有地については、積極的に売却

を進め、財源確保に努めます。 

ア 市税収入率の向上等         ＜効果額：６６３百万円＞ 

（収入率 15 年度決算 94.1％⇒17 年度予算 94.4％） 

イ 市有地の利活用            ＜効果額：８７１百万円＞ 


